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2022 年度診療報酬改定特集ページ更新中

改定特集ページでは、行政関連資料や今年度の診療報酬
改定に関するよくある質問などを随時掲載しております。

診療報酬改定研究会 （医科） を開催

低医療費政策の転換を

　北播支部は３月 22 日、小野市うるおい交流館エクラで 2022 年度診療報酬改定研究会（医科・

入院外）をオンライン併用にて開催。医師、事務スタッフら 93 人が参加した。研究会では診療

報酬の引き上げと医療従事者の待遇改善、75 歳以上の医療費窓口負担２割化中止を求める決議

を採択した。

　研究会の冒頭、司会の曽野瑞弘支部長が診療報酬をめぐる情勢について報告。改定率は▲

0.94％と５回連続でマイナスとされたが、必要で十分な医療を提供するためには、この低医療

費政策を転換させる必要があると訴え、改定の問題点についても考えてほしいと呼びかけた。

　研究会は林武志先生が講師を務め、リフィル処方箋の導入やオンライン診療の導入など改定

内容のポイントを解説。参加者は熱心に耳を傾けた。

改定のポイントを解説する林武志先生（左）と、診療報酬引き上げや 75 歳以上の

医療費窓口負担２割化中止を求める署名への協力を呼びかける曽野支部長（右）
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◆北播支部の会員数と組織率
　5/16 現在　医科 173 人（90％）、歯科 86 人（61％）

◆情勢と医療運動対策など
　「新型コロナウイルス感染症をめぐる医療情勢」と「オンライン診療」、「ロシアによるウク
ライナ侵攻をめぐる世界情勢」ついて議論した。

◆当面の支部活動
　7 月　第 38 回支部総会・記念講演（Zoom 併催）を開催予定

◆次回世話人会　6 月 15 日（水）19 時 30 分～　小野市・加東市医師会館

世話人会だより
第 382 回 5 月 18 日 ( 水 ) 小野市・加東市医師会館　参加 9 人

お問い合わせは℡ 078-393-1801・5  長澤・平井 まで

経営研究会を開催

　北播支部は、１月 29 日 ( 土 ) に小野市うるおい交流館エクラで、経営研究会「スタッフ雇用

と医院経営～退職金制度を中心に～」を開催し、協会税務講師団の松田力社労士・税理士が講

演した。オンライン視聴を含め 8人が参加した。

　松田先生は、まず退職金の法的意義や必要性、

支払い義務について解説し、退職金は、良質な労

働力の確保、退職後のトラブル防止などに寄与す

るとした。

　また、就業規則における退職金規定がある場合

とない場合で、実際にどのように支払えばよいか

の参考となる、退職金額や勤続年数別支給率、退

職金規定のモデルにも触れながら詳細に説明。最

後に、退職金支給の準備としての中小企業退職金

共済制度や退職金にかかる税制も紹介した。

安定した人材確保に 退職金制度の導入を

支部ニュースへの投稿をお待ちしています。

日常診療にかかわることや、主張、趣味のお話などお寄せください。

北播支部ニュースへの投稿をお待ちしています！

TEL 078-393-1801 ／ FAX 078-393-1802　E-Mail：hirai-y@doc-net.or.jp　担当：平井 まで

　参加者からは「退職金規定を作成している診療所は少なく、退職時に慌てて支払うケースが

多いと知った。規定を作っておくことで事前に準備ができ悩まずに済む。今日の講演を参考に、

ぜひ作成したい」などと好評を得た。

　2021 年 6 月、国会で 75 歳以上医療費窓口負担

２割化法が可決されました。この法律が実施される

と 2022 年 10 月から、75 歳以上で年収 200 万円

以上の人 ( 約 370 万人 ) の医療費窓口負担が２割と

なります。

　国会審議の中で、①２割負担導入による現役世代

の負担軽減効果はわずか月額約 30 円であること、

②コロナ禍の今、精神的にも経済的にも疲弊してい

る中での高齢者への負担増は受診控えを招くこと

が、各種調査で明らかになっているにも関わらず、

政府は「健康悪化には結び付かない」としているこ

と、③２割負担の対象者を国会審議を経ずに政令に

よって広げることができること等、数多くの問題点

が明らかになりました。

　コロナ禍でただでさえ高齢者の受診控えが進ん

でいる中、受診抑制を前提にした窓口負担増は高齢

者のいのち・健康・人権の侵害です。応能負担は窓

口負担に求めるのではなく、富裕層や大企業の税・

保険料負担に求めるべきです。先進国では、医療費

の窓口負担は無料が当たり前です。

　重症化予防のためにも、地域で患者・国民が安心

して治療を受けられるよう、署名にご協力下さい。

７５歳以上　医療費窓口負担２倍化
中止させよう！

署名活動にご協力下さい！2022年 10月実施

が狙われています

 署名用紙の注文などはTEL078-393-1807まで

講師の松田力社労士・税理士


